
　【ニュース概略】大学を優秀な成績で卒業した魯氏
は、北京市にあるハイテク医療メーカーに採用された。
入社時に、会社の協力を得て無事北京市の戸籍を取得
できたが、それと引き換えに会社で連続５年以上勤務
することを約束した。しかし、５年も経たないうちに、
魯氏は退職届を会社に提出したため、会社は魯氏にペ
ナルティーとして５万元の支払いを求める労働仲裁を
申し立てた。（「労働午報」2011 年６月 20 日）

　面接時に「私は地方戸籍ですが、御社に入社すれば
北京市戸籍を取得できるでしょうか」と応募者から聞
かれたことのある採用担当者は少なくないと思います。
中国の戸籍制度は大変複雑であるため、会社が北京市
戸籍の取得にどこまで協力できるのか、そもそも北京
市の企業で働く場合、北京市戸籍を持たなくても問題
ないにもかかわらず、応募者はなぜ北京市戸籍にこだ
わっているのか、という疑問が頭に浮かぶことでしょ
う。今回は、北京市を一つの例として、戸籍に関する
基礎知識を簡単にご紹介します。
　

　
　中国の戸籍制度の歴史は長く、新中国建国後だけを
見ても、1955 年の時点で既に戸籍登記制度の確立に関
する法規が公布されています。当時は資源に乏しい時
代であったため、戸籍の種類を「農業戸籍」と「非農
業戸籍」という２種類に大別し、食料配給の対象を、
非農業戸籍者（都市戸籍者）に限っていました。つま
り、いったん「非農業戸籍」を取得できれば、無料で
はないものの、食料、衣料などの供給が一応保証され
たため、安心して生活できたのです。改革開放以降は、
計画配給制度が廃止されたことに伴い、都市戸籍の重
要性は一時低下しましたが、都市への過度な人口集中
に伴う農業人口の減少や、都市圏の生活環境の悪化を
防ぐため、近年戸籍の重要性が再び高まっています。
　

　
　北京市では近年来、戸籍に関わる以下の政策が制定
されています。
　（１）自家用車の購入：非北京市戸籍者は、北京市
暫定住居証を有し、かつ北京市で５年以上の納税実績
と社会保険納付の履歴を有して初めて、北京で自家用
車の購入が認められる。
　（２）住宅の購入：上述（１）の条件を備えた非北
京市戸籍者は、自己名義で住宅を１軒のみ購入するこ
とができる。北京市戸籍者は２軒まで保有することが
できるだけではなく、廉価住宅を購入する資格も有す

る。
　（３）入学：北京市戸籍者を親に持つ子供は、北京
市戸籍を取得することができ、入学時に様々な恩恵を
受けることができるのみならず、入学試験の合格基準
も市外の子供より低く定められている。
　（４）養老：北京市は、養老金の支給基準が全国ト
ップである。
　（５）その他：海外旅行に行く際の制限が少ないなど。
　

　
　上述したメリットがあるため、北京市戸籍の価値は
日増しに高まりつつあります。正規のデータではあり
ませんが、北京市戸籍の市場価値は、人民元に換算す
ると 18 万元になるとインターネット上で評価されて
います。当面は公務員になる以外には、以下のルート
で北京市の戸籍を取得することができます。
　（１）海外留学で修士またはそれ以上の学位を取得
し、帰国後２年以内に就職した場合。
　（２）「受け入れ指標」を有するハイテク企業や国有
企業に就職した場合。
　（３）北京市戸籍の配偶者を持ち、かつ結婚してか
ら満 10 年が経過し、取得希望者が満 45 歳以上である
場合。
　外資系企業の場合には、一般的に政府から「受け入
れ指標」を取得することは困難ですが、一部のハイテ
ク企業または奨励産業企業、地域本部などでは取得可
能ですので、優秀な人材の誘致にうまく活用すべきで
しょう。
　なお、上述したニュースの中では、企業側は従業員
にペナルティーの支払いを求めていますが、労働契約
法には、戸籍取得時の約束を破ったことを理由に、ペ
ナルティーを求めることができるとは規定されていな
いため、企業側の主張が労働仲裁委員会に支持される
見通しは低いのではないかと考えます。

＜筆者紹介＞
大地法律事務所海外部
弊所は北京及び青島を拠点とし、日系クライアント
を専門に、投資、企業再編、仲裁・訴訟等に関する
リーガルサービスを提供しております。
住所（北京）：北京市朝陽区建国路 89 号華貿中心 15
号楼 505 室
電話（北京）：（8610）6530-7711
HP：http://www.aaalawfirm.com
E-mail：xionglin@aaalawfirm.com

2011 年（平成 23 年）6月 22 日（水）［12］The Daily NNA 中国総合版【CHINA Edition】　第 03716 号

【ASIA】www.nna.jp/　【EU】www.nna.eu/Copyright(C) NNA All rights reserved. 記事の無断転載・複製・転送を禁じます


